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研究成果の概要（和文）：本研究は、グローバル製品開発における国際拠点間の組織的統合を実証的に分析し
た。企業活動のグローバル化が進む中、海外展開が難しいとされてきた製品開発を含む開発機能についても、複
数国の拠点で実施する企業が近年増えている。本研究では、このような複数拠点にまたがる製品開発でおこなわ
れる拠点間統合の内容・メカニズムを分析し、企業がグローバルなレベルで構築する開発能力を解明した。

研究成果の概要（英文）：This study has analyzed organizational integrartion among international 
institutions for global product development. As companies globalize business activities, R&D 
function operation has been more internationalized although it has been pointed out its difficulty 
of internationalization. We have analyzed the case and mechanism of global integration of product 
development operated among international institutions and development capability constructed at its 
global level.

研究分野：国際経営論、経営戦略論

キーワード： 国際経営　製品開発

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、グローバル製品開発とその中での拠点間統合の視点から、製品開発マネジメントを分析し、このこと
を通じて日本企業のすり合わせ型能力について、グローバルなレベルでの適用可能性の観点から検討した。これ
らは、本社の開発部門や部品企業等との連携を含む国内事業に限定して製品開発を分析した先行研究ではみられ
ない、本研究に独自の視点となる学術的意義をもたらす。
一般に企業機密とかかわるため調査対象へのアクセスや研究成果の公表が難しく、公表データが限られる国際製
品開発の実態を解明した。関連分野の諸研究や実務担当者が参照できる詳細な事例データを公表してきた点でも
本研究は学術的意義と社会的意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 製品開発は、技術経営分野の先行研究において、本研究が主な調査対象とする自動車企業の製
品開発を中心とした研究が蓄積されてきた。とくに先行研究では、開発プロジェクト内（機能部
門間）や開発プロジェクト間の緊密な連携による、柔軟で同時並行的な調整・知識共有という日
本企業の製品開発の特徴が解明されてきた。このような特徴を有する開発能力はすり合わせ型
能力とも呼ばれ、日本企業の優位性の源泉ともいわれている。部品・技術の相互依存性が高い構
造を有し、製品毎に部品が設計される傾向が強い自動車の開発では、部品・機能を含むサブシス
テム間の複雑な相互依存を許容する設計思想が鍵となる。これに日本企業はすり合わせ型能力
で対応し、開発の効率化・期間短縮を実現してきた。一方、欧米企業ではすり合わせ型能力の導
入が不十分であるとも言われている。その理由として、すり合わせ型能力が職務範囲等の文化・
社会制度と深く関わる面があるため、これを欧米企業が企業レベルで導入する上で限界がある
ことも指摘されている。ただし、同様の問題は製品開発を海外展開する日本企業でも起こりうる。
グローバルレベルですり合わせ能力を実現する上では、海外拠点への開発能力の移転と、国際拠
点間の連携が重要な課題となる。 
一方、グローバル製品開発における拠点間の連携については、ほとんど研究がない。各拠点の
製品開発が自己完結的に実施される場合は、グローバル製品開発は国際能力移転である程度実
現できる。しかし、本研究の調査対象の自動車企業を含む多くの企業が、国際拠点間の分業によ
る製品開発を実施している。この理由としては、海外拠点の製品開発でも本社開発の技術・部品
を活用することが多いことがある。また製品開発の過程で大きく変動する開発工数に各拠点の
技術者数の増減で対応するには品質確保や技術者育成等の点で限界があり、一定の拠点間分業
による対応も必要となる。そこで問題となるのが、国際拠点間で分担した開発業務をいかに組織
的に統合していくのか、という点である。これが本研究における「問い」である。この拠点間統
合のあり方が、グローバル製品開発においてすり合わせ型能力を実現するもう一つの鍵となる
と思われる。 
本研究で着目する拠点間統合は、国際経営の研究分野で論じられてきた多国籍企業の組織運
営におけるグローバル統合と現地適応の問題ともかかわっている。ただし、国際経営の先行研究
は国際拠点間の統合について、主に本社を中心とした国際組織運営の観点から論じてきた。しか
し、グローバル製品開発では、本社中心の拠点間統合だけでなく、海外拠点を中心とした拠点間
統合も少なくない。このような海外開発拠点を起点とした拠点間統合については、国際経営分野
でほとんど分析されていない。 
 
 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、グローバル製品開発でおこなわれる拠点間統合の内容やメカニズムの実証
分析をおこなうことである。国際拠点間の統合は、既存研究でも国際組織運営における重要な要
素として論じられてきたが、その議論は本社を中心とした統合に限られていた。しかし、多国籍
企業が国際的な競争優位を構築するうえでは、本社だけでなく、海外拠点を中心とした拠点間統
合も重要である。とくに、経済共同体からの離脱や保護貿易制度の導入等がみられる新たな国際
経済体制のもとでは、柔軟な拠点間連携を通じた世界的な経営資源の最適配分による対応が多
国籍企業に求められている。 
本研究は、グローバル製品開発とその中での拠点間統合の視点から、製品開発マネジメントを
分析する。また、日本企業のすり合わせ型能力について、グローバルなレベルでの適用可能性の
観点から検討する。 
 また、本研究ではグローバル製品開発の拠点間統合で中心的な役割を果たしうる開発機能と
して、製品企画機能に着目している。製品企画機能は、開発プロジェクトの責任者（チーフエン
ジニア等と呼ばれる）を中心とした担当グループであり、開発プロジェクトに携わる各機能部門
の技術者のとりまとめをおこなう。とくに日本の自動車企業の製品企画機能は、製品開発の構
想・計画の立案・遂行、部門間調整、製品のコスト・収益管理、採用技術・部品の決定等で中心
的な役割を担っている。この製品開発の上流工程で実施される製品企画機能は、国際拠点間の組
織的な統合の実施だけでなく、拠点間統合を上手く回避する技術・開発スキーム等の標準化や戦
略・方針策定、後工程問題の前倒し解決等でも、中心的な役割を果たす可能性が高い。このよう
なグローバル製品開発の文脈のもとで製品企画機能を分析することも本研究の目的である。 
 また、本研究ではグローバル製品開発の拠点間統合で中心的な役割を果たしうる開発機能と
して、製品企画機能に着目している。製品企画機能は、開発プロジェクトの責任者を中心とした
担当グループであり、開発プロジェクトに携わる各機能部門の技術者のとりまとめをおこなう。
とくに日本の自動車企業の製品企画機能は、製品開発の構想・計画の立案・遂行、部門間調整、
製品のコスト・収益管理、採用技術・部品の決定等で中心的な役割を担っている。この製品開発
の上流工程で実施される製品企画機能は、国際拠点間の組織的な統合の実施だけでなく、拠点間



統合を上手く回避する技術・開発スキーム等の標準化や戦略・方針策定、後工程問題の前倒し解
決等でも、中心的な役割を果たす可能性が高い。このようなグローバル製品開発の文脈のもとで
製品企画機能を本研究は分析する。 
本研究では実証データの少ない国際製品開発研究に関する理論発展に向けた、調査研究サイ
クルを提示することも視野に入れている。一般に製品開発は企業機密とかかわるために調査対
象へのアクセスや研究成果の公表が難しく、とくに公表データが限られる国際製品開発は理論
研究が十分進んでいない。本研究では、調査対象企業との協力関係にもとづく調査研究サイクル
を採用することにより、国際製品開発に関する実証データの公表と理論構築を目指してきた。 
 
 
３．研究の方法 
 本研究は、グローバル製品開発における拠点間統合に焦点をあて、拠点間統合に関する内容・
メカニズムやボトルネック、組織的対応を実証的に分析した。また、この分析を通じて、グロー
バル製品開発におけるすり合わせ型能力の実現可能性についても検討してきた。さらに、拠点間
統合と、各拠点の能力構築や機能・人の現地化等とのかかわりについても分析した。 
調査の進め方としては、まず理論研究におけるデータ源としての利用を想定した詳細な事例
分析を執筆・公表し、公表した事例分析を参照する形での理論研究へと発展させた。理論研究で
は、特定拠点における複数プロジェクトの経時的変化の分析や、異なる拠点のプロジェクトの比
較分析もおこなった。また、グローバル製品開発の事例分析では、海外開発で近年見られる他部
門との連携や、部品企業との連携も視野に入れた。さらに、海外開発拠点を含む企業の海外事業
に関するマクロ的な動向についても、公表データ等をもとに分析した。 
複数の開発拠点の分析を含む本研究には、本来多大な労力・時間を伴う。本研究ではこれまで
のデータ蓄積や調査対象企業との協力関係の活用により、申請期間内で所期の成果をあげるこ
とができた。当該分野では研究者が入手できる公表データが限られ、実証・理論研究が十分進ん
でいない。本研究では、関連分野の研究者が幅広く利用できるグローバル製品開発に関する事例
データの公表もおこなった。 
 
 
 
４．研究成果 
 本研究では、学会発表や論文執筆、およびそれらに向けた連携研究者・海外共同研究者との打
合せと、事例分析の対象となる企業への訪問調査を中心に実施した。本研究では、新型感染症の
流行のため、海外調査・打ち合わせ、国内調査の一部は実施が困難な時期もあったが、遠隔技術
等も導入して、企業調査や学会発表、打ち合わせを国内・海外で実施した。また、新型感染症の
流行がおさまってからは、国内・海外における調査および打ち合わせも複数回実施した。 
これらの研究活動では、製品開発という企業の機密事項を扱う点から、調査データの処理・蓄積・
公表は慎重に実施した。また、本研究の調査内容には工学的な専門用語が少なからず含まれ、ま
た英語でのインタビューもあるため、調査内容の文書化過程ではデータの正確さの確保にも配
慮した。とくに、本研究ではインタビュー等のデータの文書化・管理等を研究代表者が直接行っ
た。これらの研究方針・手法は、企業活動の歴史的経緯を丹念に解明する研究アプローチに適し
ており、さらに研究経費の抑制の点等でも有効であると考えられる。以上の本研究にかかわる成
果は、下記の論文および学会発表等を通じて公表した。 
 
●論文 
「海外拠点における製品開発マネジメント―トヨタの米国開発における日本本社との連携―」
『2019 年度組織学会研究発表大会予稿集』、2G01、484～490 頁、2019 年 5 月。 
「国際レプリケーション研究の意義と課題」『経営研究』、第 71 巻第 3 号、1～15 頁、2020 年 8
月。 
「本国派遣者に関する研究の展開」『経営研究』、第 72 巻第 3号、1～16 頁、2021 年 11 月。 
「ダイバーシティ研究における視座―海外拠点のプロジェクト・リーダーの現地化に関する分
析に向けた検討－」『経営研究』、第 73 巻第 2号、1～12 頁、2022 年 8 月。 
「海外製品開発におけるプロジェクトリーダー(PL)の現地化：トヨタ自動車の米国拠点の事例」
『日本経営学会第 96 回大会予稿集』、270～273 頁、2022 年 8 月。 
「海外製品開発におけるすり合わせ型プロセスの適用―日系米国拠点におけるプロジェクトの
事例分析―」『日本経営学会誌』、第 52 号、45-58 頁、2023 年 6 月 10 日。 
 
●学会発表 
“Integration at offshore new product development: A case of Toyota,” Paper Development 
Workshop (組織学会・Asia Academy of Management 共催)、駒澤大学深沢キャンパス、2019 年 5
月 31 日。 
「海外拠点における製品開発マネジメント―トヨタの米国開発における日本本社との連携―」、
2019 年度組織学会研究発表大会（研究発表セッション）、於：駒澤大学（駒沢キャンパス）、2019
年 6 月 2 日。 



“Management Research while Interacting with Business People: Experiences of a Japanese 
Academic Management Scholar,” International Business Workshop (Jointly supported by 
Kanematsu Seminar)、神戸大学経済経営研究所、2019 年 6 月 12 日（招待講演）。 
「海外開発プロジェクトにおけるリーダーの現地化と知識統合―トヨタ自動車の米国拠点の事
例―」日本経営学会関西部会第 665 回例会、オンライン開催、2022 年 1 月 8 日。 
「海外製品開発におけるプロジェクトリーダーの現地化：トヨタ自動車の米国拠点の事例」日本
経営学会第 96 回大会、オンライン開催、自由論題報告 F 、2022 年 9 月 4 日。 
“Location and nationality of project leaders: a case study of new product development 
by Toyota for the North American market,” European International Business Academy 
Annual Conference (Interactive paper session, submission 247, Track 10, I2.3.10: 
Technology Spillovers, Absorption and Specialization)、ISEG University of Lisbon、
Portugal、2023 年 12 月 17 日。（J.F-.Hennart 氏と共同発表） 
“Why and how do MNEs inpatriate project leaders of offshore product development to 
headquarters?” European International Business Academy Annual Conference (Poster 
session, Posters 1, submission 585)、 ISEG University of Lisbon、Portugal、2023 年 12
月 16 日。（J.F-.Hennart 氏と共同発表） 
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